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平成 30 年８月 20 日 

各 位 

会社名  株式会社エボラブルアジア 

代表者名  代表取締役社長  吉村英毅 

 （コード番号：6191 東証第一部） 

問合せ先  取締役ＣＦＯ    柴田裕亮 

 （TEL．03-3431-6191） 

 

 

行使価額修正条項付き第 13回新株予約権（第三者割当て）の 

発行条件等の決定に関するお知らせ 
 

当社は、平成 30 年８月 14 日（以下「発行決議日」といいます。）開催の取締役会に基づく第 13 回

新株予約権（第三者割当て）（以下「本新株予約権」といいます。）の発行に関し、平成 30 年８月 20

日（以下「条件決定日」といいます。）付の取締役会において発行条件等を決議しましたので、平成 30

年８月 14 日に公表した本新株予約権の発行に関し、未確定だった情報につきお知らせいたします。 

なお、本新株予約権の発行に関する詳細は、平成 30 年８月 14 日付当社プレスリリース「行使価額

修正条項付き第 13 回新株予約権（第三者割当て）の発行及びコミットメント条項付き第三者割当て契

約に関するお知らせ」をご参照下さい。 

 

１．決定された発行条件の概要 

当社は、本日、下記の表に記載の各条件につき決議するとともに、これらの条件を含め、別紙と

して添付されている本新株予約権の発行要項記載の内容で本新株予約権を発行することを決議して

おります。 

（１） 割 当 日 平成 30 年９月６日 

（２） 払 込 期 日 平成 30 年９月６日 

（３） 発 行 価 額 新株予約権１個当たり 24,700 円（総額 43,644,900 円） 

（４） 資 金 調 達 の 額 4,421,838,900 円（差引手取概算額） 

（５） 
行 使 価 額 及 び 

行使価額の修正条件 

当初行使価額 2,482 円 

行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日の直前取引日の

東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の 92％に相

当する金額に修正されますが、その価額が下限行使価額を下回る場合

には、下限行使価額を修正後の行使価額とします。 

（注）調達資金の額は、本新株予約権の払込金額の総額に本新株予約権の行使に際して出資される財

産の価額の合計額を合算した金額から発行諸費用の概算額を差し引いた金額です。なお、本新

株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額は、当初行使価額で全ての本新株予約

権が行使されたと仮定した場合の金額であります。行使価額が修正又は調整された場合には、

調達資金の額は増加又は減少します。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場

合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、調達資金の額は減少します。 

 

２．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

 

（１）調達する資金の額 

 

・本新株予約権に係る調達資金 4,429,338 千円 

本新株予約権の払込金額の総額 43,644 千円 

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 4,385,694 千円 

・発行諸費用（弁護士費用、価格算定費用、信託銀行費用等） 

 7,500 千円 

・差引手取概算額 4,421,838 千円 

 

(注)１．上記差引手取概算額は、本新株予約権の払込金額の総額及び本新株予約権の行使に際し

て出資される財産の価額の合計額を合算した金額から、本新株予約権に係る発行諸費用

の概算額を差し引いた金額です。 
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２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額は、当初行使価額で全ての

本新株予約権が行使されたと仮定した場合の金額であります。本新株予約権の行使価額

が修正又は調整された場合には、上記金額は増加又は減少します。また、本新株予約権

の行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合

には、上記金額は減少します。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

具体的な使途 
金額 

（百万円） 
支出予定時期 

①戦略的な大型 M&A の実施 3,537 
平成 30 年９月 

～平成 32 年７月 

②当社ブランド「エアトリ」を中心とした認知度向上及び

顧客獲得を目的とするブランディングコスト 
884 

平成 30 年９月 

～平成 32 年７月 

 

当社は、上記表中に記載のとおり資金を充当することを予定しておりますが、各資金使途について

の詳細は以下のとおりです。 

 

①戦略的な大型 M&A の実施について 

当社は上場以来、既存事業（オンライン旅行事業、IT オフショア開発事業及び訪日旅行事業）

とのシナジーを重視した積極的な投資及び M&A を推進してきており、連結グループも 17 社を

数えるまでに拡大いたしました。このうち、16 社は上場後にグループ化した子会社・関連会

社となります。それに伴い当社グループは、事業の規模や多様性の面で急速に変化しており

ます。当社グループでは中期経営方針に従い、取扱高の拡大に努め、既存事業の成長に加え、

積極的な投資及び M&A により業容を拡大して参ります。投資や M&A の対象としては、既存事

業とのシナジーを重視し、それらに関連した分野における対象先選定を行っております。既

存事業と直接的な事業シナジーを生じさせる企業に加え、広く当社の属する旅行産業、観光

産業又は IT 産業での対象先選定を行い、戦略的な投資及び M&A の実施を進めて参ります。ま

た、投資規模に関しては最大で１件当たり数十億円規模を想定しております。なお現状にお

いては、投資先及び M&A の対象先の検討はしておりますが、具体的な投資先及び M&A の対象

先については決まっておりません。投資を行う際には、財務安全性・効率性を勘案し、銀行

借入からも併せて資金を充当する予定です。上記を踏まえ、当社の資金需要を慎重に検討し

た結果、今般、M&A に伴う管理体制の強化や人材確保のために必要となる資金を含め、当社

サービスの分野における M&A 資金に充当することを予定しております。また、現状 M&A に資

金が充当されなかった場合の代替使途は具体化しておりませんが、未充当額が生じる場合に

は、下記②の使途に追加的に充当することを想定しております。 

 

②当社ブランド「エアトリ」を中心とした認知度向上及び顧客獲得を目的とするブランディ

ングコストについて 

当社は、運営する当社ブランド「エアトリ」を総合旅行サービスプラットフォームとして

拡大することを目指しており、当社プラットフォームのユーザー数・会員数の更なる拡大に

向けたブランディングや様々な営業施策をはじめとするマーケティングに調達資金を充当し、

ブランド認知を高めることを企図しております。具体的な施策として、幅広くブランドの認

知度を向上させるため、更なる TVCM 等を活用したマス広告や、広い世代に影響力のある人物

を起用したブランディング活動を計画しております。これらの施策は、現状の営業活動にお

いて実施しているリスティング広告による販売促進活動とは性質が異なるものの、ブランド

認知が高まることで、現状の広告宣伝活動を効果的・効率的にすることが期待できると判断

しております。今回の資金調達においては、上記戦略を着実に遂行するための資金を確保す

ることで収益基盤の更なる拡大を目指すとともに、将来における機動的な資金調達を可能と

する体制の構築を図って参ります。 

 

(注)１．差引手取概算額については、上記のとおり支出する予定であり、支出時期までの資金管

理については、当社の銀行預金等での安定的な金融資産で運用保管する予定でおりま

す。 
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２．上記資金使途は、平成 32 年７月までの資金使途を記載したものでありますが、資金調

達額や調達時期は本新株予約権の行使状況により影響を受けることから、上記資金使途

及びその内訳については、変更される可能性があります。また、資金を使用する優先順

位としましては、実施時期が早く到来した事項から充当する予定であり、調達額が予定

に満たない場合には、当該時点で未充当の資金使途には充当できなくなる可能性があり

ます。その場合には、財務健全性の維持に配慮しつつ自己資金及び銀行借入等の他の資

金調達により上記資金使途への充当又は事業計画の見直しを行う予定であり、調達額が

予定より下回った場合には②の使途で調整する予定です。一方、調達額が予定より上回

った場合には、上記①に充当する予定であります。 

 また、割当予定先との間で締結するコミットメント条項付き第三者割当て契約には、当

社による行使指定条項が定められておりますが、株価等によっては、当社が割当予定先

に行使指定を行っても、十分な資金を調達できない場合もあります。したがいまして、

市場における当社株価の動向等によっては本新株予約権の全部又は一部が行使されな

い可能性を含んでおります。このように本新株予約権によって十分な資金を調達するこ

とができなかった場合には、財務健全性の維持に配慮しつつ銀行借入等の別途の手段に

よる資金調達の実施又は事業計画の見直しを行う可能性があります。なお、資金使途の

変更や別途の資金調達の実施、事業計画の見直しを行った場合、その都度、速やかに開

示を行います。 

 

３．発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方 

 

当社は、本新株予約権の発行決議日付で、平成 30 年９月期第３四半期決算短信及び当社の子会社

である株式会社エアトリステイと Airbnb,Inc.との間における資本提携を公表しております。仮にこ

れらの公表により株価の上昇が生じる場合には、本新株予約権の発行に直接付随するものではない

事由による株価の上昇を反映せずに本新株予約権の発行条件を決定することで、当該発行条件と本

新株予約権の発行時における実質的な価値との間に乖離が生じるおそれがあります。当社は、かか

る公表による株価への影響を織り込んだ上で本新株予約権の払込金額を決定すべく、発行決議日時

点における本新株予約権の価値と条件決定日時点における本新株予約権の価値をそれぞれ算定し、

高い方の金額を基準として本新株予約権の払込金額を決定しました。 

上記に基づき、当社は、発行決議日時点及び条件決定日時点における本新株予約権の価値を算定

するため、本新株予約権の発行要項及び割当予定先であるメリルリンチ日本証券との間で締結する

予定のコミットメント条項付き第三者割当て契約に定められた諸条件を考慮した本新株予約権の価

格の評価を第三者算定機関である株式会社プルータス・コンサルティング（東京都千代田区霞が関

三丁目２番５号代表取締役ＣＥＯ野口真人）に依頼しました。当該算定機関は、両時点の本新株予

約権の価値について、本新株予約権の発行要項及び割当予定先であるメリルリンチ日本証券との間

で締結する予定のコミットメント条項付き第三者割当て契約に定められた諸条件を考慮し、一般的

な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、評価基準日の市場環境、

当社株式の流動性、当社の資金調達需要、割当予定先の権利行使行動及び割当予定先の株式保有動

向等を考慮した一定の前提（当社が継続的に行使指定を行うこと、当社からの通知による取得が行

われないこと、割当予定先は当社からの行使指定に応じて市場出来高の一定割合の範囲内で速やか

に権利行使及び売却を実施すること等を含みます。）を置き本新株予約権の評価を実施しました。 

当社は、当該算定機関が上記前提条件を基に算定した発行決議日時点の評価額 24,700 円を参考と

して、割当予定先との協議を経て、発行決議日時点の本新株予約権１個の払込金額を同額である金

24,700 円としました。 

また、株価変動等諸般の事情を考慮の上で本日（平成 30 年８月 20 日）を条件決定日としたとこ

ろ、本日（条件決定日）時点の本新株予約権１個当たりの評価額は、23,000 円と算定され、当社は

これを参考として本日（条件決定日）時点の本新株予約権１個当たりの払込金額を、上記評価額と

同額となる金 23,000 円と決定しました。その上で、両時点における払込金額を比較し、より既存株

主の利益に資する払込金額となるように、最終的に本新株予約権１個当たりの払込金額を金 24,700

円と決定しました。 

当社監査役全員も、当該算定機関は割当予定先から独立した立場で評価を行っていること、当該

算定機関による本新株予約権の価格の評価については、その算定過程及び前提条件等に関して当該

算定機関から説明又は提出を受けたデータ・資料に照らし、当該評価は合理的なものであると判断

できることに加え、本新株予約権の払込金額は当該算定機関によって算出された評価額の上限額と

同額としていることから、割当予定先に特に有利でなく、法令に違反する重大な事実は認められな
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いと判断しております。 

 

以上 
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（別紙） 

株式会社エボラブルアジア第 13 回新株予約権（第三者割当て） 

発 行 要 項 
 

１．本新株予約権の名称 

 株式会社エボラブルアジア第 13 回新株予約権（第三者割当て）（以下「本新株予約権」という｡） 

２．申 込 期 間 

 平成 30 年９月６日 

３．割 当 日 

 平成 30 年９月６日 

４．払 込 期 日 

 平成 30 年９月６日 

５．募 集 の 方 法 

 第三者割当ての方法により、全ての本新株予約権をメリルリンチ日本証券株式会社に割り当て

る。 

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(１) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 1,767,000 株とする（本新

株予約権１個当たりの目的たる株式の数（以下「割当株式数」という｡）は 1,000 株とする｡）。

但し、下記第(２)号乃至第(４)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的

である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。 

(２) 当社が第 11 項の規定に従って行使価額（第９項第(２)号に定義する｡）の調整を行う場合に

は、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨

てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第 11 項に定める調整

前行使価額及び調整後行使価額とする。 

調整後割当株式数 ＝ 
調 整 前 割 当 株 式 数  × 調 整 前 行 使 価 額  

調 整 後 行 使 価 額 

(３) 調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る第 11 項第(２)号、第(５)号及び第(６)

号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

(４) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の割当株式数の適用開始日の前日までに、

本新株予約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行

う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な

事項を書面で通知する。但し、第 11 項第(２)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに

上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

７．本新株予約権の総数 

 1,767 個 

８．各本新株予約権の払込金額 

 金 24,700 円（本新株予約権の目的である株式１株当たり 24.7 円） 

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(１) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株

式数を乗じた額とする。 

(２) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価

額」という｡）は、当初 2,482 円とする。 

10．行使価額の修正 

第 16 項第(３)号に定める本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）

の直前取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合

には、その直前の終値）の 92％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額（以下「修正

日価額」という。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合

には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。但し、修正日にかかる修正

後の行使価額が 1,490 円（以下「下限行使価額」といい、第 11 項の規定を準用して調整される。）

を下回ることとなる場合には行使価額は下限行使価額とする。 
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11．行使価額の調整 

(１) 当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記第(２)号に掲げる各事由により当社の普通株式

数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価

額調整式」という｡）をもって行使価額を調整する。 

      新 発 行 ・ 

処 分 株 式 数 
× １株当たりの 

払 込 金 額 

調 整 後

行使価額 
＝ 調 整 前

行使価額 
× 

既発行株

式数 
＋ 

時 価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

(２) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後の行使価額の適用時期について

は、次に定めるところによる。 

① 下記第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又

は当社の保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）（但し、新

株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式又は取得条

項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式

を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除

く｡） 

調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、

無償割当ての場合はその効力発生日とする｡）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主

に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

② 株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後の行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 

③ 下記第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのあ

る取得請求権付株式又は下記第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）を発行又は付

与する場合（但し、当社又はその関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則第８条第８項に定める関係会社をいう。）の取締役その他の役員又は使用人に新株予約権

を割り当てる場合を除く。） 

調整後の行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が

当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込

期日（新株予約権の場合は割当日)以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適

用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の

翌日以降これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む｡）の取得と引換えに下記第(４)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通

株式を交付する場合 

調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株

主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかか

わらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合に

おいて、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新

株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。 

 

株式数 

 

＝ 

調 整 前 

行使価額 
－ 

調 整 後 

行使価額 
× 

調 整 前 行 使 価 額 に よ り 

当該期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(３) 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満

にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由

が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行

使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。 

(４)① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入

する。 
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② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が初めて適用される日に先立つ 45 取

引日目に始まる 30 取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均

値（終値のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで

算出し、小数第２位を四捨五入する。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後の行使価額を初めて適

用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の

保有する当社普通株式を控除した数とする。また、上記第(２)号⑤の場合には、行使価額調

整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当

てられる当社の普通株式数を含まないものとする｡ 

(５) 上記第(２)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、

本新株予約権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要と

するとき。 

② その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により行使価額の

調整を必要とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価

額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(６) 上記第(２)号の規定にかかわらず、上記第(２)号に基づく調整後の行使価額を初めて適用す

る日が第 10 項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な行使価額及び下

限行使価額の調整を行う。 

(７) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後の行使価額の適用開始日の前日までに、本新

株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額

及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第(２)号⑤に定める場合そ

の他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかに

これを行う。 

12．本新株予約権を行使することができる期間 

平成 30 年９月７日から平成 32 年９月７日までとする。 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(１) 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込

期日の翌日以降、会社法第 273 条及び第 274 条の規定に従って通知をした上で、当社取締役会で

定める取得日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）

の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部取得をする場合には、抽

選その他の合理的な方法により行うものとする。 

(２) 当社は、当社が消滅会社となる合併又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転

（以下「組織再編行為」という。）につき当社株主総会で承認決議した場合、当該組織再編行為

の効力発生日前に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）

の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

(３) 当社は、当社が発行する株式が株式会社東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄

若しくは整理銘柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された日又

は上場廃止が決定した日から２週間後の日（休業日である場合には、その翌営業日とする。）に、

本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株

予約権の全部を取得する。 

15．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条

の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に 0.5 を乗じた金額とし、計算の結果１

円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本

金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の行使請求の方法 

(１) 本新株予約権を行使する場合、第 12 項記載の本新株予約権を行使することができる期間中に

第 19 項記載の行使請求受付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するものとする。 
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(２) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額の全額を現金にて第 20項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に

振り込むものとする。 

(３) 本新株予約権の行使請求の効力は、第 19 項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要

な全部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の

全額が前号に定める口座に入金された日に発生する。 

17．新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 

18．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当先との間で締結する予定の第三者割当て契約に定められた諸条件を考慮し、

一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、当

社株式の流動性、割当先の権利行使行動及び割当先の株式保有動向等について一定の前提を置い

て評価した結果を参考に、本新株予約権１個の払込金額を金 24,700 円とした。さらに、本新株予

約権の行使に際して出資される財産の価額は第９項記載のとおりとし、行使価額は当初、平成 30

年８月 17 日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値に相当する金額とした。 

19．行使請求受付場所 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

20．払込取扱場所 

株式会社りそな銀行 赤坂支店 

21．社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

 本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部に

ついて同法の規定の適用を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管

振替機構の定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従う。 

22．振替機関の名称及び住所 

 株式会社証券保管振替機構 

 東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号 

23．その他 

(１) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(２) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 

 

以  上 

 


